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１．  はじめに 
日本の家計向け民間火災保険の標準約款では、地震、噴火、津波によって生じた火災に
よる損害を免責事由としている。家計が標準的な火災保険の地震リスクに対するカバレッ






及はそれほど進まなかった。世帯加入率でみると、1995 年度で 12%、2001 年度で 16%、
2009 年度で 23%にすぎない。また、公的地震保険が付帯されている民間火災保険の割合














                                                  
2  Huber et al. (1982)や Simonson (1989)も、コンテクスト効果に関する実験事例を報告
している。また、DellaVigna (2009)は、行動経済学の実験事例のサーベイを行っている。  









(independence of irrelevant alternatives)  が満たされない。 3 
 
ようなコンテクストを醸成させることを試みていきたい。 
本研究プロジェクトでは、地震保険の選択行動を検証するために、2008 年と 2009 年の























  バックグラウンド・コンテクスト効果の検証は、2008 年アンケートと 2009 年アンケー
トの比較から検証する。 2008 年のアンケート調査では、 被験者に対して公的地震保険制度
に対する理解が進んだかどうかを尋ねた。 その上で、 2008 年の時点で公的地震保険に加入
していなかった世帯のうち、 2008 年のアンケート調査で公的地震保険に関する理解が向上
した世帯が、2009 年のアンケート調査の第 1 の設問（公的地震保険のみが含まれている
選択メニュー）で公的地震保険を選択する意思を表明したかどうかに着目している。 
一方、ローカル・コンテクストの効果の検証では、2009 年アンケートにおいて、第 1
設問と、第 2 から第 4 の設問（公的地震保険とともに民間地震保険が含まれている選択メ














観する。 第 3 節では、 2008 年のアンケート調査の結果を報告している。 第 4 節では、 2009





２．  日本の地震保険制度 









                                                  
4 Luce  (1959)は、 レストランの本日のメニューにある料理が客の選択対象になっていない
のにもかかわらず、料理人の調理能力に関する情報をもたらすケースを例としてあげてい
る。 








政府のリスク分担分は、 保険金支払い総額が 1100 億円を超えた範囲で保険金の 50%を、 1
兆 7300 億円以上については 95%となっている。たとえば、1995 年の阪神淡路大震災にお
いて、 地震保険の支払額は 780 億円あまりとなったが、 うち政府が約 62 億円を負担した。 

















年度では、保険金を１000 万円とすると、地震リスクがもっとも高い 4 等地の 1 年間あた
りの保険料は木造住宅で 31,300 円、非木造で 16,900 円となっているが、地震リスクがも
っとも低い１等地の保険料は同じ木造で１万円、 非木造であれば 5 千円にとどまっている。  
  政府は、公的地震保険の魅力を高めてその普及を図ってきた。2001 年度以降、公的地震
保険料には、建物構造について木造・非木造以外に、建築年数や耐震性、免震構造が反映
されるようになってきた。具体的には、 「耐震等級割引」として保険料が 10%から 30%ほ
ど減じられる。 「免震建築物割引」は「免震建築物」を対象に 3 割の割引が適用される。
また、対象建物が 1981 年 6 月 1 日以降に新築された建物（建築年割引）は保険料が 1 割
引となる。 








1995 年度で 12%、2001 年度で 16%、2009 年度で 23%にすぎない。また、公的地震保険






３．  2008 年に実施した地震保険に関する消費者意識調査 
３.1  2008 年のアンケート調査の結果について 
はじめに 2008 年のアンケート調査について概観していく。本調査は、持ち家世帯につ
いて 2553 世帯から回答を得られた7。2008 年のアンケート調査で得られた世帯情報は、
2009 年のアンケート調査の分析にも活用していく。 
回答した世帯は、将来の地震に対する危機意識は高い。 「近い将来、あなたが住んでい
る地域で大地震が起こると思うか」という質問に対して、 「起こると思う」が 31%、 「もし









られる。公的地震保険加入率は、年収 250 万円未満の持ち家世帯で 11.6%、年収 250 万円
以上 500 万円未満で 19.7%にすぎない。家財を対象とした公的地震保険への加入率は、さ
らに低く、年収 250 万円未満世帯で 9.3%、年収 250 万円以上 500 万円未満で 11.8%にと
どまっている。 
建物構造別にみると、耐震性が低い住居建物の世帯ほど、公的地震保険加入率が低い。
旧耐震基準の住居建物 （1981 年以前に建てられたもの） を所有する世帯の公的地震保険加










が強い。 年収 250 万円未満で 52%、 年収 250 万円以上 500 万円未満で 54%となっている。
「地震保険では建物の再建ができないから」とする回答も 22%あった。これは地震保険金
の支払いが火災保険付保額の 5 割を上限としていることを反映していると考えられる。た
だし、年収 500 万円未満の未加入世帯では、 「保険金額の不十分さ」をあげたのは 18%に


















                                                  
8 設問では、複数回答を許している。 
9 地震保険料割高感についての設問においては、 「高い」 、 「やや高い」と答えた持ち家世帯
は、保険加入者で 6 割強、未加入者で 77％を占めている。 
10 2 つまでの複数回答を許している。 





ている。したがって、本稿の分析では、JA 建更に加入している世帯は除いている。 8 
 
これらの説明変数に加えて、回答者の年齢、本人・家族（3 親等以内）の大規模災害の










































の加入を促すことができるかもしれない。第 4 節、第 5 節では、そうした可能性を追求し
てみたい。 
 


















                                                  









第 4 に、 公的地震保険制度に対する理解が進んでいないことも、 その普及を妨げている。
「火災保険では地震による建物・家財の損壊、地震により発生した火災による延焼が補償
されないこと」について、世帯全体の約 80％が「知っていた」 、 「なんとなく知っていた」
と回答している。しかし、 「公的地震保険料は政府の介入(再保険・非営利原則)により（民









回答した世帯の 7 割以上が、 「地震保険に対する認識が変わった（地震保険の加入につい





４．  2009 年に実施したアンケート調査について 
















件に対して、 公的地震保険付保額を 1000 万円、 民間地震保険付保額を 1000 万円と一律に
設定した。ただし、2008 年のアンケート調査から得られる情報に基づいて、持ち家世帯を
居住地（1 等地から 4 等地） 、住宅の耐震性（旧耐震・新耐震） 、建物構造（木造・非木造）
に応じて提示する保険料を分類している15。したがって、契約メニューで提示する保険料


















料率の比率に応じて算出した。たとえば、非木造の場合、1 等地の公的地震保険料は 4 等
地の公的地震保険料の 30%となっている。したがって、1 等地の非木造住宅に対する民間
地震保険料は、東京都の民間地震保険料に 0.30 を乗じて求めている。木造の場合、当該比
率は 0.32 となっている。 
延焼のみをカバーする公的地震保険も提示メニューに加えているが、現行の公的地震保
険制度には存在しない。そこで、延焼のみをカバーする公的地震保険料は、はじめに地震
                                                  
15 2010 年に予定されていた公的地震保険制度の変更による保険料の改定で、同じ等地で
あっても保険料に若干のばらつきが認められるが、 2009 年のアンケート調査では、 各等地
に対して比較的人口が多い都道府県の保険料を割り当てている。たとえば、4 等地は東京





に 0.56、非木造の場合に 0.61 となる。4 等以外は公的保険料の比率に応じて調整する。1




表 2 は、上述の算出方法に従ってパターンごとに求めた保険料率をまとめている。 
 
4.2    アンケートの設問 





z  第 1 設問：民間地震保険は含まれず、公的地震保険は延焼と倒壊をカバーする。 
z  第 2 設問：公的地震保険、民間地震保険ともに、延焼と倒壊をカバーする。 
z  第 3 設問：公的地震保険は延焼と倒壊をカバーするが、民間地震保険は延焼のみをカ
バーする。 

















を検証しているわけではない。そこで、次節（第 5 節）では、まず、第 2 設問と第 3 設問
に基づいた推計結果からローカル・コンテクスト効果の可能性を検証し、その後に、第 4
設問に基づいた推計結果から契約内容の多様化が選択行動に与えた影響を考察する。 
 図2 は、2009 年のアンケート調査の設問例を示している。なお、インターネットを用
いたアンケート調査では、被験者に直観的な回答を促し、再考の機会を与えないために、
4 つの設問について後戻りできないようにしている。したがって、被験者は、第 1 設問か



























  本論文では、こうした広義のコンテクスト効果を次のように検証する。まず、2008 年ア
ンケート以前は、公的地震保険の特徴（特にメリット）について被験者に十分な知識がな




ンドが異なる状態にあるといえる。 「地震保険に関する知識が高まった」ことが 2009 年調
査において、公的地震保険への選好を全般的に高めているならば、バックグラウンド・コ
ンテクスト効果が示唆される。 
  一方、先に述べたように、2009 年アンケートでは 4 つの設問によって異なる保険メニ
ューが提示されている。民間地震保険契約が選択肢として契約メニューに加わることによ




5.2  バックグラウンド・コンテクスト効果の検証 
2008 年のアンケート調査と 2009 年のアンケート調査の両方に回答した持ち家世帯は、
2,047 に達している16。このうち、2008 年アンケートで「公的地震保険に加入している」
と答えた世帯は 693 で、サンプル全体の 34%であった。他方、2009 年アンケートの最初
の設問で「公的地震保険を選択する」と答えた世帯は 994 世帯、サンプル全体の 49%に相
当する。すなわち、2008 年アンケートに比べて 2009 年アンケートでは、公的地震保険へ
の選好が高まっている17。 
表 3 によると、 2008 年アンケートで公的地震保険に未加入だった回答者 1354 世帯のう
ち、 428 世帯 （回答世帯の 21%）が 2009 年アンケートにおいて加入の選好を示している。
逆に、前回アンケートで公的地震に加入していた 693 世帯のうち、2009 年アンケートに
おいて非加入を表明したのは 127 世帯（同 6%）であった。 




                                                  
16  ただし、JA 建更共済に加入している世帯は取り除いている。 
17  両アンケートの比較において注意を要する点は、2008 年アンケートは、実際の保険加
入行動を調査したものなのに対して、 2009 年アンケートでは保険への選好を調査している
ところである。 2009 年アンケートでは、 実際の加入に際して費用負担が伴う局面では顕在
化しない選好も結果に含まれている可能性もある。 15 
 





害の被災経験の有無、大規模災害への危機感、保険料等地（1 等地から 4 等地） 、住居の構
造（木造・非木造） 、融資の有無、生活再建支援制度への理解度を説明変数として用いてい
る。 これらの説明変数に加えて、 2008 年アンケートで公的地震保険に関する知識が向上し
た世帯についてダミー変数を含めている。 









除くと、 その限界効果は低下している。 たとえば、 住宅ローンの有無に係る限界効果は 2008
年調査では 13%だったのに比べ、2009 年調査の数値は 9%にとどまっている。説明変数の
説明力を示す決定係数 （Pseudo R-squared） の値も、 2008 年調査では 0.11 だったが、 2009
年調査では 0.05 にすぎない。 
両アンケートの推計結果では、 以下のような違いも認められる。 2008 年アンケートでは、
加入選択が建物構造に左右されていた。すなわち、旧耐震構造や木造の世帯では、地震保
険を選択しない傾向があった。しかし、2009 年アンケートでは、保険加入選択と建物構造
の間に統計的に有意な関係が認められない。 また、 2008 年調査では貯蓄残高が高い世帯ほ
ど地震保険の加入確率が高くなっていたが、 2009 年調査では貯蓄残高は統計的に有意な効
果を与えていない。 被災者生活再建支援制度に関する認知ダミーも両調査で異なっている。
統計的にプラスに有意だった 2008 年調査とは異なって、2009 年アンケートではそうした
傾向は認められていない。 












5.3  ローカル・コンテクスト効果の検証 
次に、保険契約の提示パターンが回答者の選択行動に影響を及ぼすローカル・コンテク
スト効果の可能性を検討していこう。図 3－1 が示すように、設問１では、2,047 世帯のう
ち、公的地震保険に加入すると答えたのは 994 世帯と全体の 49%を占めている。一方、民
間火災保険のみに加入すると回答したのが 38%（768 世帯） 、どちらも購入しないとした
回答したのが 14%（285 世帯）となっている。 
設問 2 では、 地震起因の延焼と倒壊をカバーする民間地震保険料を契約メニュー加えて、
改めて公的地震保険の加入を尋ねている。民間火災保険料と公的地震保険料の料率は設問
1 から変更していない。 設問１において民間火災保険のみに加入するとした回答者のうち、





















ことが示唆される。なお、設問 1 で公的地震保険に加入すると選択した世帯で、設問 2 以
降に公的地震保険を選択しないと世帯は、33 世帯にすぎなかった。 
 設 問 3 では、契約メニューに入っている民間地震保険は、地震起因の延焼しかカバーし
ていない。このケースであっても、設問１で公的地震保険への未加入を選んだ世帯の 16%
が公的地震保険のみへの加入に、その 9%が公的・民間地震保険への加入に選択を変更し
ている。一方、設問 1 で公的地震保険に加入するとした世帯の 37%（370 人）が、民間地




5.4    多項選択ロジット・モデルに基づいた実証分析 
本小節では、民間保険契約を選択メニューに加えることで引き起こされる地震保険の選
択行動の変化の背景について、多項選択ロジット・モデルに基づいて分析を行っていく。
具体的には、次の 4 つの選択肢を想定した多項選択ロジット・モデルによる推定を行う。  
 
z  第 1 選択肢：第 1 設問で公的地震保険を選択し、第 2（3、4）設問で（公的と合わせ
て）民間地震保険を選択する。 
z  第 2 選択肢：第 1 設問で公的地震保険を選択し、第 2（3，4）設問で民間地震保険を
選択しない（公的地震保険のみを選択する） 。 
z  第 3 選択肢：第 1 設問で公的地震保険に選択せず、第 2（3，4）設問で公的地震保険
を選択する。 
z  第 4 選択肢（ベースライン） ：第 1 設問で公的地震保険に選択せず、第 2（3，4）設問
でも公的地震保険を選択しない。 
 
なお、第 1 設問で公的地震保険を選択しながら、第 2（3，4）設問で公的地震保険加入を
選択しない世帯が若干存在するが、推計サンプルからは除外している。 
  上のような多項選択ロジット・モデルにおける選択肢の設定は、2 つの段階の設問にお
ける選択の組み合わせ（たとえば、第 1 段階として設問 1 で公的地震保険に加入、第 2 段
階として設問 2 は民間地震保険にも加入）を 1 つの行動パターンと取り扱っている。この
ような取り扱いが可能なのは、異なる段階での 4 つの選択肢について独立性が満たされて
いなければならない。 
本稿の補論では、4 つの選択肢間で独立性が満たされておらず、第 1 設問の選択肢と、
第 2 設問以降の選択肢の階層性を明示的に取り扱った入れ子ロジット・モデルによる推計
結果も報告している。補論で詳細に示しているように、第 2 段階の 3 つの設問のうち、第18 
 







  多項選択ロジット・モデルに用いる説明変数としては、 2008 年アンケート調査のプロビ
ット分析に用いたものとほぼ同様である20。なお、バックグランド・コンテクスト効果を
検証するために、 2008 年アンケート調査から得られる地震保険に関する知識の向上ダミー
を加えている。表 5－1 から表 5－3 において多項選択ロジット・モデルの推計結果を報告
しているが、すべての結果において各説明変数の係数ではなく、その限界効果の推計値と
標準誤差を報告している。 
表 5－1 は、第 2 設問の選択メニューについて推計結果を報告している。興味深い結果






や第 4 設問においても有意に検出されている。 
また、自己保険で被害を賄えると考えている世帯、行政への対応を期待している世帯の




                                                  
19  第 2 段階が第 4 設問であるケースにおいて階層性が生じているのは、 第 2 段階で公的地
震保険について、延焼・倒壊をカバーするものから、延焼のみをカバーするものに契約の
性質を変更しており、第 1 段階と第 2 段階で公的地震保険の契約が変更されていることに
起因しているかもしれない。すなわち、第 1 設問の公的地震保険（倒壊・火災をカバー）
と第 4 設問の公的地震保険（火災のみカバー）は異なるタイプの保険になっており、第 1
設問で公的地震保険を選択した回答者は、第 4 設問では同じタイプの公的地震保険を選択
















2008 年のアンケート調査で公的地震保険への知識が向上した影響は、第 1 設問で公的
地震保険を選択し、第 2 設問で民間地震保険を選択していない世帯（公的保険だけに加入
している世帯）にのみ認められる。 








5.5  地震保険契約の多様化と選択行動 
本小節では、 公的地震保険の契約内容を変更している第 4 設問に基づいた推定を通して、
契約内容の多様化が家計の選択行動に与える影響を考察していく。 









第 1 設問と第 4 設問の公的地震保険の契約内容が異なるため、こうした選択行動の変化20 
 
をローカル・コンテクスト効果に帰することはできない。代わって、次の二つの評価があ







肢と第 4 設問の選択肢との間には階層性がみられていた。補論では第 2 段階で延焼のみを
カバーする公的地震保険に加入したグループ（第 1 選択肢から第 3 選択肢）と加入しなか
ったグループ（ベースラインとなっている第 4 選択肢）に分けて入れ子ロジット・モデル
を特定している。第 4 設問の地震保険は第 1 設問とは異なるタイプであることを勘案すれ
ば、家計は第 1 段階で提示された公的地震保険への加入を第 2 段階で再検討するというよ
りも、第 2 段階で新しいタイプの公的地震保険契約への加入を検討する形をとるものと考
えられるからである。 この場合、 多項選択ロジット・モデルを帰無仮説、 入れ子ロジット・
モデルを代替仮説とする尤度比検定では、帰無仮説を棄却することができていない。すな
わち、多項選択ロジット・モデルは、依然として棄却されていない。 
表 6 で報告されている多項選択ロジット・モデルの推計結果によると、表 5－1 の推計
結果と異なる点としては、公的地震保険と民間地震保険の両方を選択する傾向は、非木造





















































  本補論では、第 1 設問の選択肢と第 2 設問以降の選択肢の階層性を明示的に考慮した入
れ子ロジット・モデルに基づいた推計結果を報告する。すなわち、第 1 設問において公的
地震保険を選択しているグループ（グループ Y と呼ぶ、第 1、第 2 選択肢を含む）と選択
していないグループ（グループ N と呼ぶ、第 3、第 4 選択肢を含む）に分けて入れ子ロジ
ット・モデルを用いている。 
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以上の定式化において、ρ が 1 に等しければ、入れ子ロジット・モデルは、多項選択ロジ
ット・モデルに単純化される。なお、以下の推計結果では、各説明変数の係数の推計値と
標準誤差を報告している。 
 表A－1 から表 A－3 には、設問 2 から設問 4 について入れ子ロジット・モデルの推計
結果を報告している。 これらの表から明らかなように、 1 ρ = を帰無仮説とする尤度比検定
の p 値は、第 2 設問で 86.1%、第 3 設問で 14.6%となっており、帰無仮説は棄却できてい
ない。 また、 第 1 設問における公的地震保険の加入、 非加入に応じて異なるρ 、 すなわち、
Y ρ と N ρ を別々に設定した入れ子ロジット・モデルを推計しても、 1 YN ρ ρ == を帰無仮説
とする尤度比検定の p 値は、設問 2 で 21.9%、設問 3 で 84.4％であり、帰無仮説は棄却さ
れない。したがって、第 2 設問と第 3 設問については、多項選択ロジット・モデルが適切
であると判断できる。 
  一方、 第 4 設問については、 1 ρ = を帰無仮説とする尤度比検定の p 値が 0.06%であり、
帰無仮説が強く棄却されている。ただし、説明変数にかかる係数のほとんどは、正確に推23 
 
計されていない。 また、 第 1 設問における公的地震保険の加入、 非加入に応じて異なるρ 、
すなわち、 Y ρ と N ρ を別々に設定した入れ子ロジット・モデルを推計しても、 1 YN ρ ρ ==
を帰無仮説とする尤度比検定の p 値は 0.01%であり、帰無仮説が強く棄却される。すなわ
ち、第 1 段階で公的地震保険（延焼、倒壊をカバーする契約）に加入すると答えたグルー
プと、加入しないと答えたグループは独立していないことになる。 
しかし、第 4 設問は、第 2 設問や第 3 設問と異なって、第 2 段階において選択の対象と
なっている公的地震保険は、延焼しかカバーしていない。第 4 設問においては、第 1 段階
で提示された公的地震保険への加入を第 2 段階で再検討するというよりも、第 2 段階で新
しいタイプの公的地震保険契約への加入を検討すると考えて、第 2 段階で延焼のみをカバ
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以上の定式化において、ρ が 1 に等しければ、入れ子ロジット・モデルは、多項選択ロジ
ット・モデルに単純化される。 
表 A－4 では、各説明変数の係数の推計値と標準誤差を報告している。表 A－4 による
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融資 0.3796 *** 0.1329 ***
(0.0648) (0.0225)




大地震予想 0.3765 *** 0.1236 ***
(0.0766) (0.0232)
預貯金崩し -0.5251 *** -0.1881 ***
(0.0658) (0.0237)
行政期待 -0.5007 *** -0.1650 ***
(0.0695) (0.0211)
被災者支援制度認知 0.7922 *** 0.3058 ***
(0.2194) (0.0842)
割高感 -0.5044 *** -0.1847 ***
(0.0627) (0.0235)
等地ランク 0.1051 *** 0.0369 ***
(0.0286) (0.0100)
等地×木造ダミー -0.0404 ** -0.0142 **
(0.0175) (0.0062)
年齢 0.0103 *** 0.0036 ***
(0.0027) (0.0009)
世帯年収(中位値の対数値) 0.1515 *** 0.0532 ***
(0.0551) (0.0193)














注 1：*が 10%有意を、**が 5%有意を、***が 1%有意をそれぞれ示す。26 
 
表 2：2009 年のアンケート調査で想定された保険料パターン 
 
火災保険料 地震保険料 民間地震保険 公的保険
保険金 保険金
火災＋倒壊等 上乗せ担保 火災のみ 火災のみ
パターン 現在 分類 パターン 2000万円 1000万円 1000万円 1000万円 1000万円
11 所有 1 木造 Ｆ構造 1 旧耐震 1 地域 1 1111 1 20,000 10,000 35,752 3,834 2,176
Ｆ構造以外 30,800 10,000 35,752 5,815 3,253
21 所有 1 木造 Ｆ構造 1 旧耐震 2 地域 2 1112 2 20,000 12,700 45,404 4,869 2,829
Ｆ構造以外 30,800 12,700 45,404 7,385 4,131
31 所有 1 木造 Ｆ構造 1 旧耐震 3 地域 3 1113 3 20,000 18,800 67,213 7,208 4,569
Ｆ構造以外 30,800 18,800 67,213 10,932 6,116
41 所有 1 木造 Ｆ構造 1 旧耐震 4 地域 4 1114 4 20,000 31,300 111,902 12,000 7,354
Ｆ構造以外 30,800 31,300 111,902 18,200 10,182
51 所有 1 木造 Ｆ構造 2 新耐震 1 地域 1 1121 5 20,000 9,000 16,087 3,834 2,176
Ｆ構造以外 30,800 9,000 16,087 5,815 3,253
61 所有 1 木造 Ｆ構造 2 新耐震 2 地域 2 1122 6 20,000 11,430 20,431 4,869 2,829
Ｆ構造以外 30,800 11,430 20,431 7,385 4,131
71 所有 1 木造 Ｆ構造 2 新耐震 3 地域 3 1123 7 20,000 16,920 30,244 7,208 4,569
Ｆ構造以外 30,800 16,920 30,244 10,932 6,116
81 所有 1 木造 Ｆ構造 2 新耐震 4 地域 4 1124 8 20,000 28,170 50,354 12,000 7,354
Ｆ構造以外 30,800 28,170 50,354 18,200 10,182
91 所有 2 非木造 所有 1 旧耐震 1 地域 1 1211 9 20,000 5,000 16,318 3,550 2,176
共同 7,200 5,000 16,318 3,550 2,176
10 1 所有 2 非木造 所有 1 旧耐震 2 地域 2 1212 10 20,000 6,500 21,213 4,615 2,829
共同 7,200 6,500 21,213 4,615 2,829
11 1 所有 2 非木造 所有 1 旧耐震 3 地域 3 1213 11 20,000 10,500 34,267 7,456 4,569
共同 7,200 10,500 34,267 7,456 4,569
12 1 所有 2 非木造 所有 1 旧耐震 4 地域 4 1214 12 20,000 16,900 55,153 12,000 7,354
共同 7,200 16,900 55,153 12,000 7,354
13 1 所有 2 非木造 所有 2 新耐震 1 地域 1 1221 13 20,000 4,500 7,343 3,550 2,176
共同 7,200 4,500 7,343 3,550 2,176
14 1 所有 2 非木造 所有 2 新耐震 2 地域 2 1222 14 20,000 5,850 9,545 4,615 2,829
共同 7,200 5,850 9,545 4,615 2,829
15 1 所有 2 非木造 所有 2 新耐震 3 地域 3 1223 15 20,000 9,450 15,419 7,456 4,569
共同 7,200 9,450 15,419 7,456 4,569
16 1 所有 2 非木造 所有 2 新耐震 4 地域 4 1224 16 20,000 15,210 24,818 12,000 7,354















































購入時融資 0.2348 *** 0.0934 *** 0.2313 *** 0.0920 ***
(0.0660) (0.0261) (0.0660) (0.0261)
旧耐震 0.0674 0.0269 0.0711 0.0284
(0.0841) (0.0335) (0.0842) (0.0336)
地震被害経験 -0.0112 -0.0044 -0.0080 -0.0032
(0.0757) (0.0302) (0.0768) (0.0306)
大地震予想 0.5249 *** 0.2032 *** 0.5275 *** 0.2041 ***
(0.0760) (0.0279) (0.0762) (0.0280)
預貯金取り崩し -0.2965 *** -0.1179 *** -0.2965 *** -0.1179 ***
(0.0664) (0.0262) (0.0664) (0.0262)
行政対応期待 -0.2661 *** -0.1054 *** -0.2652 *** -0.1051 ***
(0.0675) (0.0265) (0.0675) (0.0265)
被災者再建支援制度認知 0.3145 0.1241 0.3129 0.1235
(0.2401) (0.0924) (0.2404) (0.0925)
割高感 -0.3032 *** -0.1204 *** -0.2999 *** -0.1191 ***
(0.0658) (0.0259) (0.0659) (0.0259)






地域3(やや危険) -0.2258 ** -0.0893 **
(0.1148) (0.0449)




年齢 0.0083 *** 0.0033 *** 0.0083 *** 0.0033 ***
(0.0027) (0.0011) (0.0027) (0.0011)
世帯年収(中位値の対数値) 0.1515 *** 0.0604 *** 0.1517 *** 0.0605 ***
(0.0551) (0.0219) (0.0551) (0.0219)
世帯預貯金(中位値の対数値) 0.0785 0.0313 0.0774 0.0309
(0.0626) (0.0250) (0.0626) (0.0250)
0.2853 *** 0.1127 *** 0.2849 *** 0.1125 ***
(0.0704) (0.0273) (0.0705) (0.0274)


















注 1：*が 10%有意を、**が 5%有意を、***が 1%有意をそれぞれ示す。 





第 2 設問に基づいた推計：公的・民間ともに倒壊までカバー 
限界効果 限界効果 限界効果
(標準誤差) (標準誤差) (標準誤差)
購入時融資 0.0232 0.0740 *** 0.0082
(0.0163) (0.0254) (0.0144)
旧耐震 0.0145 0.0151 0.0103
(0.0235) (0.0333) (0.0196)
地震被害経験 0.0145 -0.0215 -0.0143
(0.0198) (0.0291) (0.0158)
大地震予想 0.0575 *** 0.1464 *** 0.0020
(0.0160) (0.0257) (0.0161)
預貯金取り崩し -0.0309 * -0.0868 *** 0.0382 ***
(0.0174) (0.0256) (0.0134)
行政対応期待 -0.0721 -0.0381 0.0340 **
(0.0149) (0.0252) (0.0163)
割高感 -0.0314 -0.0961 *** 0.0414 ***
(0.0172) (0.0257) (0.0126)
地域2(やや安全) -0.0100 -0.0176 -0.0215
(0.0273) (0.0409) (0.0204)
地域3(やや危険) -0.0328 -0.0409 -0.0067
(0.0259) (0.0425) (0.0225)
地域4(危険) 0.0028 -0.0891 ** -0.0278
(0.0259) (0.0384) (0.0213)
木造ダミー -0.0293 * 0.0150 -0.0032
(0.0151) (0.0228) (0.0130)
年齢 0.0013 * 0.0022 ** -0.0011 **
(0.0006) (0.0010) (0.0005)
世帯年収 (中位値・対数) 0.0433 * 0.0347 0.0158
(0.0230) (0.0337) (0.0195)
高所得ダミー 0.0131 -0.0410 0.0076
(0.0271) (0.0410) (0.0227)
世帯預貯金(中位値・対数) 0.0155 0.0174 -0.0062
(0.0155) (0.0242) (0.0137)












注 1：*が 10%有意を、**が 5%有意を、***が 1%有意をそれぞれ示す。 
注 2 ： 総サンプル 2047 のうち、 世帯預貯金残高が欠損であるサンプル 11、 問 1 で公的地震保険に加入と答え、






第 3 設問に基づいた推計：公的は倒壊まで、民間は延焼のみカバー 
限界効果 限界効果 限界効果
(標準誤差) (標準誤差) (標準誤差)
購入時融資 0.0515 *** 0.0489 ** -0.0020
(0.0198) (0.0244) (0.0163)
旧耐震 0.0480 * -0.0201 -0.0027
(0.0289) (0.0313) (0.0212)
地震被害経験 0.0043 -0.0072 -0.0063
(0.0228) (0.0279) (0.0185)
大地震予想 0.0907 *** 0.1149 *** 0.0276
(0.0187) (0.0246) (0.0171)
預貯金取り崩し -0.0685 *** -0.0495 ** 0.0259 *
(0.0210) (0.0246) (0.0157)
行政対応期待 -0.0983 *** -0.0116 0.0282
(0.0177) (0.0244) (0.0177)
割高感 -0.0420 ** -0.0831 *** 0.0427 ***
(0.0205) (0.0249) (0.0148)
地域2(やや安全) -0.0097 -0.0128 -0.0166
(0.0323) (0.0388) (0.0252)
地域3(やや危険) -0.0400 -0.0350 -0.0003
(0.0314) (0.0401) (0.0276)
地域4(危険) -0.0092 -0.0796 ** -0.0298
(0.0305) (0.0367) (0.0250)
木造ダミー 0.0079 -0.0217 -0.0087
(0.0176) (0.0220) (0.0149)
年齢 0.0016 * 0.0021 ** -0.0010
(0.0008) (0.0010) (0.0007)
世帯年収 (中位値・対数) 0.0821 *** -0.0026 0.0317
(0.0269) (0.0324) (0.0222)
高所得ダミー -0.0458 0.0124 -0.0085
(0.0331) (0.0389) (0.0264)
世帯預貯金(中位値・対数) 0.0294 0.0073 -0.0122
(0.0187) (0.0232) (0.0157)












1：*が 10%有意を、**が 5%有意を、***が 1%有意をそれぞれ示す。 
注 2 ： 総サンプル 2047 のうち、 世帯預貯金残高が欠損であるサンプル 11、 問 1 で公的地震保険に加入と答え、






第 4 設問に基づいた推計：公的・民間ともに延焼のみカバー 
限界効果 限界効果 限界効果
(標準誤差) (標準誤差) (標準誤差)
購入時融資 0.0514 ** 0.0452 ** 0.0092
(0.0229) (0.0223) (0.0208)
旧耐震 0.0036 0.0256 -0.0237
(0.0304) (0.0301) (0.0254)
地震被害経験 -0.0162 0.0147 -0.0299
(0.0258) (0.0259) (0.0231)
大地震予想 0.1421 *** 0.0656 *** -0.0174
(0.0216) (0.0227) (0.0238)
預貯金取り崩し -0.0728 *** -0.0422 * 0.0423 **
(0.0237) (0.0225) (0.0201)
行政対応期待 -0.0715 *** -0.0355 * 0.0507 **
(0.0219) (0.0216) (0.0222)
割高感 -0.0755 *** -0.0534 ** 0.0584 ***
(0.0237) (0.0227) (0.0195)
地域2(やや安全) -0.0199 -0.0159 0.0489
(0.0367) (0.0342) (0.0391)
地域3(やや危険) -0.0385 -0.0486 0.0626
(0.0373) (0.0340) (0.0428)
地域4(危険) -0.0444 -0.0519 0.0247
(0.0350) (0.0328) (0.0334)
木造ダミー 0.0205 -0.0288 0.0383 **
(0.0204) (0.0201) (0.0185)
年齢 0.0021 ** 0.0014 -0.0004
(0.0009) (0.0009) (0.0008)
世帯年収 (中位値・対数) 0.0698 ** 0.0116 -0.0158
(0.0310) (0.0295) (0.0277)
高所得ダミー -0.0253 -0.0035 0.0167
(0.0374) (0.0356) (0.0329)
世帯預貯金(中位値・対数) 0.0283 0.0034 0.0023
(0.0217) (0.0210) (0.0198)












注 1：*が 10%有意を、**が 5%有意を、***が 1%有意をそれぞれ示す。 
注 2 ： 総サンプル 2047 のうち、 世帯預貯金残高が欠損であるサンプル 11、 問 1 で公的地震保険に加入と答え、








購入時融資 0.4782 0.4828 ** 0.5401
(0.3184) (0.2367) (1.1937)
旧耐震 0.2630 0.1361 0.3114
(0.4483) (0.1764) (0.6408)
地震被害経験 0.1190 -0.1652 -0.3834
(0.5293) (0.3844) (0.8281)
大地震予想 1.0237 ** 0.9274 *** 0.6768
(0.4463) (0.2218) (1.3600)
預貯金取り崩し -0.4202 -0.3937 0.4708
(0.2828) (0.2188) (1.0985)
行政対応期待 -1.0909 -0.1843 0.3113
(1.2845) (0.5407) (0.6793)
割高感 -0.4467 ** -0.4332 ** 0.5101
(0.2277) (0.2070) (0.8684)
等地ランク -0.0059 -0.2066 -0.2551
(0.2358) (0.1996) (0.5446)
木造ダミー -0.3862 0.0343 -0.1098
(0.6021) (0.2184) (0.2844)
年齢 0.0179 0.0103 -0.0129
(0.0125) (0.0103) (0.0284)
世帯年収(中位値・対数) 0.6919 0.3176 * 0.6458
(0.7175) (0.1874) (1.4551)
高所得ダミー 0.1946 -0.1980 0.0425
(0.8272) (0.3100) (0.4794)
世帯預貯金(中位値・対数) 0.2168 0.1023 -0.0158
(0.2396) (0.1355) (0.2863)
0.3582 0.5989 ** 0.3241
(0.4022) (0.2739) (0.5649)





Prob > chi-squared 0.8607
サンプル数 8020 (2005)
Wald chi-squared 145.12














購入時融資 0.3966 *** 0.3973 *** -0.0010
(0.1085) (0.1084) (0.0017)
旧耐震 0.1061 0.1078 -0.0002
(0.1391) (0.1390) (0.0012)
地震被害経験 -0.0049 -0.0049 0.0005
(0.1238) (0.1238) (0.0013)
大地震予想 0.8385 *** 0.8393 *** -0.0040
(0.1265) (0.1265) (0.0056)
預貯金取り崩し -0.4697 *** -0.4710 *** -0.0000
(0.1088) (0.1088) (0.0009)
行政対応期待 -0.4489 *** -0.4520 *** -0.0003
(0.1109) (0.1109) (0.0010)
割高感 -0.5075 *** -0.5073 *** -0.0014
(0.1079) (0.1079) (0.0022)
等地ランク -0.1184 ** -0.1180 ** 0.0009
(0.0470) (0.0470) (0.0013)
木造ダミー -0.0459 -0.0453 0.0007
(0.0973) (0.0973) (0.0013)
年齢 0.0146 *** 0.0146 *** 0.0000
(0.0044) (0.0044) (0.0000)
世帯年収(中位値・対数) -0.1265 -0.1279 0.0009
(0.1743) (0.1741) (0.0019)
高所得ダミー 0.3100 ** 0.3123 ** -0.0028
(0.1442) (0.1439) (0.0041)
世帯預貯金(中位値・対数) 0.1455 0.1464 0.0003
(0.1036) (0.1035) (0.0010)
0.4689 *** 0.4690 *** -0.0027
(0.1161) (0.1161) (0.0038)





Prob > chi-squared 0.1458
サンプル数 8012 (2003)
Wald chi-squared 141.9302















購入時融資 -1.2703 0.3583 -2.3479
(1.7193) (1.0137) (1.8701)
旧耐震 3.4532 -1.2941 2.6539
(2.4681) (1.1870) (2.7897)
地震被害経験 3.3557 -0.3442 4.4068
(2.2473) (0.9266) (3.0154)
大地震予想 -3.0043 0.7925 -5.9966 *
(2.5040) (0.9661) (3.3993)
預貯金取り崩し -2.8545 1.2757 -1.0478
(2.3172) (1.0903) (2.4941)
行政対応期待 -2.4925 0.4109 -1.8085
(2.0192) (1.0310) (2.2183)
割高感 -1.3522 -1.2644 -2.1947
(1.7964) (0.9566) (2.7379)
等地ランク 0.4236 -0.4139 0.4277
(0.6205) (0.3652) (0.7520)
木造ダミー -2.9667 0.0109 -4.1588
(2.1814) (0.9198) (2.8696)
年齢 0.0172 -0.0232 -0.0449
(0.0599) (0.0334) (0.0894)
世帯年収(中位値・対数) -4.3299 1.6892 -4.6715
(3.1071) (1.0769) (3.8848)
高所得ダミー 1.8938 0.5073 3.4866
(2.4630) (1.5198) (3.0387)
世帯預貯金(中位値・対数) -0.4694 0.2356 -0.8258
(1.3893) (0.9132) (1.8118)
-3.4271 -1.8306 -9.6296 *
(3.2803) (1.1588) (5.6078)





Prob > chi-squared 0.0006
サンプル数 7964 (1991)
Wald chi-squared 136.29















購入時融資 0.5624 *** 0.5558 ** 0.2854
(0.2171) (0.2262) (0.3249)
旧耐震 0.0358 0.1927 -0.1790
(0.2402) (0.3177) (0.3445)
地震被害経験 -0.1489 0.0538 -0.2860
(0.2099) (0.2917) (0.3673)
大地震予想 1.4756 0.8175 *** 0.1598
(0.9281) (0.2292) (0.8853)
預貯金取り崩し -0.6451 -0.4560 * 0.2300
(0.4867) (0.2330) (0.7085)
行政対応期待 -0.6330 -0.3860 0.3388
(0.5674) (0.2697) (0.7978)
割高感 -0.6332 -0.5502 0.3891
(0.4148) (0.3615) (0.9215)
等地ランク -0.1539 * -0.1959 * -0.0690
(0.0800) (0.1103) (0.1248)
木造ダミー 0.2029 -0.1597 0.3892
(0.1982) (0.4373) (0.3497)
年齢 0.0205 0.0162 ** 0.0026
(0.0128) (0.0081) (0.0170)
世帯年収(中位値・対数) 0.6086 0.2223 0.0090
(0.4801) (0.2721) (0.4389)
高所得ダミー -0.2069 -0.0497 0.1072
(0.3719) (0.3127) (0.3907)
世帯預貯金(中位値・対数) 0.2747 0.0912 0.0672
(0.2712) (0.2017) (0.2513)
0.6696 *** 0.7060 *** 0.6228 ***
(0.2014) (0.2164) (0.2234)





Prob > chi-squared 0.7488
サンプル数 7964 (1991)
Wald chi-squared 136.11





















図 2：2009 年のアンケート設問例 
現行の住宅 保有 建物 建物
建物の構造 木造 火災･風災･水災等 火災･風災･水災等 民間地震危険（上乗せ）
F構造 保険金額 20,000千円 保険金額 20,000千円 保険金額10,000千円
耐震基準 新耐震
地域 4 保険料 保険料 保険料
¥20,000 ¥20,000 ¥50,400
地震 地震
保険金額 10,000千円 保険金額 10,000千円
保険料 保険料
¥28,200 ¥28,200
火災保険 ¥20,000 火災保険 ¥20,000
保険＋地震 ¥48,200 保険＋地震 ¥48,200
保険＋地震＋民間地震 ¥98,600
建物 建物
火災･風災･水災等 民間地震保険（火災） 火災･風災･水災等 民間地震保険（火災）
保険金額 20,000千円 保険金額10,000千円 保険金額 20,000千円 保険金額10,000千円
保険料 保険料 保険料 保険料
¥20,000 ¥12,000 ¥20,000 ¥12,000
地震 地震保険（火災）
保険金額 10,000千円 保険金額 10,000千円
保険料 保険料
¥28,200 ¥7,400
火災保険 ¥20,000 火災保険 ¥20,000
火災＋地震 ¥48,200 火災＋地震 ¥27,400







①　→　① 700 70.42% ②　→　① 111 14.45% ③　→　① 12 4.21%
①　→　② 263 26.46% ②　→　② 44 5.73% ③　→　② 6 2.11%
①　→　③ 26 2.62% ②　→　③ 594 77.34% ③　→　③ 14 4.91%
①　→　④ 5 0.50% ②　→　④ 19 2.47% ③　→　④ 253 88.77%










































①　→　① 591 59.46% ②　→　① 124 16.15% ③　→　① 16 5.61%
①　→　② 370 37.22% ②　→　② 69 8.98% ③　→　② 10 3.51%
①　→　③ 25 2.52% ②　→　③ 554 72.14% ③　→　③ 20 7.02%
①　→　④ 8 0.80% ②　→　④ 21 2.73% ③　→　④ 239 83.86%










































①　→　① 441 44.37% ②　→　① 226 29.43% ③　→　① 22 7.72%
①　→　② 508 51.11% ②　→　② 112 14.58% ③　→　② 14 4.91%
①　→　③ 33 3.32% ②　→　③ 408 53.13% ③　→　③ 19 6.67%
①　→　④ 12 1.21% ②　→　④ 22 2.86% ③　→　④ 230 80.70%
合計 994 100% 合計 768 100% 合計 285 100%
2段階目―③： 公的保険、民間保険ともに火災延焼のみカバーされる場合
①
公的地震保険に加入
する
サンプル数：994
割合 ：48.56%
②
民間火災保険に加入
する
サンプル数：768
割合 ：37.52%
③
いずれの保険にも加入
しない
サンプル数：285
割合 ：13.92%
①
公的地震保険に加入
する
サンプル数：689
割合 ：33.66%
②
民間地震保険に加入
する
サンプル数：634
割合 ：30.97%
③
民間火災保険に加入
する
サンプル数：460
割合 ：22.47%
④
いずれの保険にも加入
しない
サンプル数：264
割合 ：12.90%
 